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☆☆ NTTNTTデータについてデータについて

日本最大の専業システム・インテグレーター（社会インフラ等の大型システムに強み）

お客様に対してITを通じて変革をもたらす企業 ⇒ お客様満足度No.1の追求

日本最大の専業システム・インテグレーター（社会インフラ等の大型システムに強み）

お客様に対してITを通じて変革をもたらす企業 ⇒ お客様満足度No.1の追求

1967年10月

1988年 5月

1995年 4月

1967年10月

1988年 5月

1995年 4月

資本金：142,520百万円

従業員数（連結）：22,608人

売上高： 1兆449億円

営業利益： 902億円

当期純利益：506億円

資本金：142,520百万円

従業員数（連結）：22,608人

売上高： 1兆449億円

営業利益： 902億円

当期純利益：506億円

2007年3月期の業績

沿 革

データ通信本部を日本電信電話
公社の内部組織として設置

日本電信電話株式会社より分社

東証に上場（1996年1部指定）

NTTグループ

１． 会社概要

NTT東日本

NTT西日本

NTT
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ

NTTドコモ

NTTデータ

•地域通信

• 長距離・国際
通信

•ｼｽﾃﾑｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝ
（SI）

•移動通信

•地域通信
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発注者

システム・インテグレータ（ＳＩｅｒ）
（全体のコーディネイト）

【米国】

IBM 、EDS、

Accenture、CSC

【日本】

大規模プライムコントラクタ

ＮＴＴデータ、

ハードベンダ系各社

（富士通、日本IBM、

日立、NEC）

中堅ＳＩｅｒ

ITコンサル

ﾈｯﾄﾜｰｸﾊｰﾄﾞｳｪｱ
ﾊﾟｯｹｰｼﾞ
ｿﾌﾄｳｪｱ

ｿﾌﾄｳｪｱ
開発

ハードベンダ
各社

パッケージ
ソフト会社

ソフトハウス
各社

通信会社

完成責任要求条件

ITノウハウの支援

☆☆ ITITサービス業界におけるサービス業界におけるSIerSIerのの役割役割
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中立性 先見性技術力・信頼性

・業界横断的なビジネス展開から
ＩＴを活用した新しいビジネスモ
デル創造力
（ＩＴパートナーによる事業拡大）

・ナショナルプロジェクト等の超
大規模システムの構築実績

・業界内で抜群の安定した財務
基盤

・中立性を生かした社会インフラ
システム、業界（標準）共同利用
システムの構築

・ハードウェアに拠らないマルチ
ベンダ技術

・構築実績に培われた技術力

☆☆ 当社の強み・優位性当社の強み・優位性

・社会基盤インフラ （中央省庁向け大規模システム）
・全国規模インフラ （全国銀行データ通信システム）
・業界横断型インフラ （統合ＡＴＭネットワークシステム） 等

・世界最大規模のミッションクリティカルクライアント
サーバーシステム

（ＮＴＴドコモ ｉ モードゲートウェイシステム ） 等

・公共料金・税金等の決済ネットワーク （マルチペイメントネットワーク）
・カードビジネスの総合決済ネットワーク （ＡＮＳＥＲ、ＣＡＦＩＳ） 等

強
み
・優
位
性
を
活
か
し
た
例

・積極的なＲ＆Ｄ

3
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☆☆ 分野別売上高の推移分野別売上高の推移

3,500
[32%]

3,442
[33%]

3,265
[36%]

3,512
[41%]

3,472
[41%]

3,610
[44%]

3,500
[32%]3,245

[31%]2,745
[30%]

2,590
[31%]

2,431
[29%]

2,269
[27%]

3,500
[32%]3,482

[33%]

2,382
[26%]

1,816
[21%]1,769

[21%]
1,638
[20%]

300 [3%]
278 [3%]

679
[8%]622

[7%]
793
[9%]

802
[9%]

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

2003/3 2004/3 2005/3 2006/3 2007/3 2008/3

10,449

8,541
9,072

10,800

8,4678,321
(+6.2%)

(+15.2%)

(+3.4%)

(+0.9%)(+1.8%)

（予想）

（億円）

公共分野 金融分野 法人分野 その他の分野 4
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☆☆ 当社の実績当社の実績
２．当社の実績

増収増益基調を拡大し、中期経営計画を達成増収増益基調を拡大し、中期経営計画を達成

9,679

506

857

▲44

902

1,683

2,585

7,863

10,449

①2007年3月期

決算

9,000

470

750

▲50

800

1,700

2,500

7,500

10,000

③2007年3月期

業績予想

+679

+36

+107

+6

+102

▲17

+85

+363

+449

対業績予想

増減

①－③

7,236

281

420

▲48

468

1,781

2,250

6,822

9,072

②2006年3月期

決算

+2,442受 注 高

対前期比

増減

①－②

+224当期純利益

+437経 常 利 益

+3営 業 外 損 益

+433営 業 利 益

▲98販 管 費

+335売上総利益

+1,041売 上 原 価

+1,376売 上 高

区 分

（単位：億円、％） < > 内は対売上高比率、［ ］内は対前期比増減率 【 】内は中期経営計画値

■売上高･売上総利益
<対前期>
・ﾃﾚｺﾑ・製造流通業界向けの売上増
・金融分野の共同利用型ｼｽﾃﾑの売上増
・中央省庁向けの売上増
・ﾃﾞｰﾀ通信ｻｰﾋﾞｽにおける減価償却費減 等

<対予想>
・ﾃﾚｺﾑ業界向けの売上規模拡大
・金融分野の共同利用型ｼｽﾃﾑの売上増
・中央省庁向けの売上増 等

■販管費
<対前期>
・社内ｼｽﾃﾑ整備費用等の減

<対予想>
・販管費の圧縮による減

■受注高
<対前期>
・中央省庁の最適化計画、金融機関向け

個別ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ、ﾃﾚｺﾑ関連等の
大規模受注、及び子会社の連結拡大に
よる増

<対予想>
・中央省庁等、金融機関向け個別ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ

ｻｰﾋﾞｽ、及びﾃﾚｺﾑ関連等による増

<75.3>

<16.1>

<8.6>

増減の主な内容

<8.2>

<4.8>

<75.2>

<19.6>

<5.2>

<4.6>

<3.1>

［+15.2］

［+92.6］

［+104.1］

［+33.7］

［+79.6］

5
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ハードベンダのシステム・
サービス志向による受注
競争激化

オフショアの台頭

ハードベンダのシステム・
サービス志向による受注
競争激化

オフショアの台頭

プレッシャーの増加
（品質要求、価格低減、

短期開発）

公共分野の調達状況
（競争入札、分割入札）

プレッシャーの増加
（品質要求、価格低減、

短期開発）

公共分野の調達状況
（競争入札、分割入札）

競合他社

☆☆ 当社を取り巻く当社を取り巻く事業環境事業環境

景気回復による企業のIT投資増加により、市場は拡大傾向

アウトソーシング、システムの共同化ニーズは堅調

システムの信頼性ニーズの高まり

人手不足の深刻化

景気回復による企業のIT投資増加により、市場は拡大傾向

アウトソーシング、システムの共同化ニーズは堅調

システムの信頼性ニーズの高まり

人手不足の深刻化

ＩＴサービス市場全体ＩＴサービス市場全体

顧 客

6

３．中期経営（2008年3月期～2010年3月期）
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営業・開発プロセスの変革

グループ経営の効率的な推進

低採算ビジネスの見直し

成長エンジン

人財育成

営業・開発プロセスの変革

グループ経営の効率的な推進

低採算ビジネスの見直し

成長エンジン

人財育成

お客様満足度No.1の追求お客様満足度お客様満足度No.1No.1の追求の追求

☆☆ 中期経営方針中期経営方針

＜中期経営のキーワード ＞

量（売上）から質（仕事のやり方・価値創造ビジネス）への転換

－ 「変革の先進企業」へ －

量（売上）から質（仕事のやり方・価値創造ビジネス）への転換量（売上）から質（仕事のやり方・価値創造ビジネス）への転換

－－ 「変革の先進企業」へ「変革の先進企業」へ －－

３．中期経営（2008年3月期～2010年3月期）

7
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■ 量（売上）から質（利益率）への転換
■ 創造力を発揮し、改善とイノベーションを実行

■ 量（売上）から質（利益率）への転換
■ 創造力を発揮し、改善とイノベーションを実行

☆☆ 中期経営目標中期経営目標

売上高営業利益率 １０％
[2010年3月期]

売上高営業利益率売上高営業利益率 １０％１０％
[2010[2010年年33月期月期]]

＜基本的な考え方＞

増 収 増 益増増 収収 増増 益益

※売上高については、ITサービス産業並みの市場成長率を目指す

増収を維持しつつ収益性向上に軸足を移す増収を維持しつつ収益性向上に軸足を移す

8
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☆☆ 世界の世界のITITサービスベンダランキングサービスベンダランキング

** 【出典： 各社資料等】

20200606年世界の年世界のITITサービスベンダランキング（売上高順）サービスベンダランキング（売上高順） ** (単位：百万ドル)

※1： 営業利益率は連結総売上高における数値
※2： （2006）は、NTTデータ、CSC、富士通は2007年3月期、米国IBM、EDS、Lockheed Martin、Capgemini、Northrop Grummanは2006年12月期、

Hewlett-Packardは2006年10月期、 Accentureは2006年8月期、Automatic Data Processing, Incは2006年6月期

* 【出典： ガートナー (2007年8月) GJ07467】

****

8.6%5.9%7,9707,529NTT Data15

・
・
・
・
・
・

8.1%3.9%8,9088,570Northrop Grumman10

5.6%10.9%9,4288,498Automatic Data Processing, Inc9

5.8%13.0%9,6638,555Capgemini8

10.0%9.1%10,8759,971Lockheed Martin7

7.1%0.5%14,63614,559Computer Sciences Corporation (CSC）6

7.2%2.1%16,44216,104Hewlett-Packard5

10.1%7.8%17,23115,989Accenture4

3.6%0.6%17,91917,811Fujitsu3

3.8%7.1%21,26819,857EDS2

13.0%1.8%48,24747,407IBM1

営業利益率 ※1

（2006） ※2

成長率
（2005-2006）

20062005ベンダ順位

免責条項： ここに述べられたガートナーのリサーチ (データ、調査の見解、視点を含む。以下「ガートナーのリサーチ」という) は、米国デラウェア州の法律に準拠する会社組織であるガートナー、および
その関連会社より顧客向けに発行されたシンジケート購読サービスの一部であり、事実を表現したものではありません。ガートナーのリサーチは特定のガイドとなるものではなく、目論見書／企業レ
ポートの読者自身が、ガートナーのリサーチやその抜粋を選択し信頼するものであり、投資決定を含むすべての決断の責任を負うものとします。ガートナーの各レポートは、レポート発行時点における
見解であり、この目論見書／企業レポート発行時点のものとは異なり、またガートナーのレポートで述べられた意見は、事前の予告なしに変更されることがあります。ガートナーは、本目論見書／企業
レポートの当該企業およびその読者に対して、本発行物およびそこからの抜粋の誤りや不完全性、不適当な点、またその解釈やそこに含まれるデータに基づく計算結果について、一切の責任を負い
ません。

9

３．中期経営（2008年3月期～2010年3月期）
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5.2

8.4

0.3

7.1

3.6

10.1
10.6

11.611.6 12.3

7.1

4.6

7.4

8.6
10.0

11.3

13.0

10.3

2.6

-0.4

8.5

3.8

6.66.3
6.4

6.5

2.2 3.43.2

3.8

-2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

2002 2003 2004 2005 2006

・各企業とも営業利益率のボラティリティは高く、右肩上がりの会社はない

・当社は、グローバル企業としてトップランクである10％の営業利益率を継続的に維持できる
できる企業を目指す

☆☆ 世界の世界のITITサービスベンダの営業利益率の推移サービスベンダの営業利益率の推移

＊注）2006年度：NTTデータ、CSC、富士通、日立は2007年3月期、米国IBM、EDSは2006年12月期、Accentureは2006年8月期 【出典：各社決算資料】

（会計年度*）

（％）

アクセンチュア

ＩＢＭ

ＮＴＴデータ

富士通

CSC

EDS

10

３．中期経営（2008年3月期～2010年3月期）
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☆☆ 営業利益営業利益率率の推移（イメージ）の推移（イメージ）

2007年3月期 2010年3月期

プレッシャーの増加プレッシャーの増加
((品質要求、価格低減、短期開発）品質要求、価格低減、短期開発）
安定的大規模システムの減少安定的大規模システムの減少
ダウンサイジングダウンサイジングの進展の進展 等等

ソフト開発の抜本的生産性向上
グループ経営の効率化の推進
低採算ビジネスの見直し 等

ソフト開発の抜本的生産性向上ソフト開発の抜本的生産性向上
グループ経営の効率化の推進グループ経営の効率化の推進
低採算ビジネスの見直し低採算ビジネスの見直し 等等

10.0％

8.6％

11

中期経営中期経営

３．中期経営（2008年3月期～2010年3月期）
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2007/3期実績2007/3期実績

７５．３％７５．３％

１６．１％１６．１％

８．６％８．６％

原 価 率原 価 率

販管費率販管費率

営業利益率営業利益率

2010/3期目標2010/3期目標

７５．０％７５．０％

１５．０％１５．０％

１０．０％１０．０％

記 事記 事

システム開発のメソドロジーや
プラットフォームの統一を図るこ
とで仕事の標準化を図り、生産
性を向上

業務プロセスの見直し、現場支
援機能のグループ内集約によ
り、グループ全体のオーバー
ヘッドコストを削減

＋１．４Ｐ

▲１．１P

▲０．３Ｐ

☆☆ 中期経営目標値の内訳中期経営目標値の内訳

12
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☆☆ 原価率の目論見原価率の目論見

＜対応策＞

◆開発メソドロジー・プラットフォーム統一に
よる生産性向上

◆オフショア開発の推進
（2010年3月期海外発注額目標：100億円）

◆ソフト外注取引先の集約、ハード、P.P.調達
コストの低減（戦略購買）

75.3
75.9

75.3 75.2

75.2 75.0

65.0

70.0

75.0

80.0

85.0

2004/3 2005/3 2006/3 2007/3 2008/3 2009/3 2010/3

原価率の推移原価率の推移

・プレッシャーの増加
（品質要求、価格低減、短期開発）

・安定的大規模システムの減少

・ダウンサイジングの進展

･･･等による原価率の悪化リスク

13

（％）

３．中期経営（2008年3月期～2010年3月期）
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☆☆ 販管費率の目論見販管費率の目論見

定量目標（2010年3月期）

売上高管理費率：5％
※管理費に社内システム費、研究開発費は含まない

売上高管理費率：5％
※管理費に社内システム費、研究開発費は含まない

7.9 7.9 8.2
6.8 7.1

5.0

6.8 7.7 7.5

6.9 6.9
10.0

1.8
1.9 1.9

1.1 0.9

1.1

1.9 2.0

1.3 1.1

0

5

10

15

20

2004/3 2005/3 2006/3 2007/3 2008/3 2009/3 2010/3

管理費 販売費 研究開発費 社内ｼｽﾃﾑ費

（％）

17.6

19.5 19.6

16.1 16.0

15.0

販管費率の推移販管費率の推移
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【具体的施策】

■グループ会社の統合・整理

■社内ルールの標準化・簡素化

■現場支援機能の集約

■現場情報の見える化

【具体的施策】

■グループ会社の統合・整理

■社内ルールの標準化・簡素化

■現場支援機能の集約

■現場情報の見える化

各施策を相互に関連させながら進め、各施策を相互に関連させながら進め、
管理業務の効率化を図る管理業務の効率化を図る

３．中期経営（2008年3月期～2010年3月期）
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☆☆ 今後の当社今後の当社グローバル戦略グローバル戦略

狙狙

いい

・新規顧客の獲得

・既存顧客の深掘り

・優秀なリソース確保

・原価低減

・ナレッジ共有

・マーケットの拡大

15

戦戦

略略

地理的カバレッジの拡大地理的カバレッジの拡大 －アジア・米・欧三極体制の確立－アジア・米・欧三極体制の確立

グローバルなブランドの確立グローバルなブランドの確立

グローバルに統一されたソリューション・プラットフォームグローバルに統一されたソリューション・プラットフォーム
「「NTT DATA WAYNTT DATA WAY」」

※現中期経営では、『地理的カバレッジの拡大』を中心に取り組む

中
期
経
営

中
期
経
営

中
長
期
的
戦
略

中
長
期
的
戦
略

日 系 グ ロ ー バ ル 企 業 へ の日 系 グ ロ ー バ ル 企 業 へ の
ササ ポポ ーー トト 力力 強強 化化

オフショア開発発注先の拡大オフショア開発発注先の拡大

海外現地企業への海外現地企業への着実な着実な展開展開

３．中期経営（2008年3月期～2010年3月期）
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☆☆ 海外拠点の位置づけとリソース獲得手段海外拠点の位置づけとリソース獲得手段

＜欧州圏＞
・日系ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ企業対応
・現地企業対応

＜アジア圏＞
・日系ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ企業対応
・ｵﾌｼｮｱ開発拠点

拠点数：11都市⇒11都市

社員数：427名⇒約850名

拠点数：1都市⇒29都市

社員数：4名 ⇒ 約900名

欧州圏 アジア圏 北米圏

リ
ソ
ー
ス
の

主
な
獲
得
手
段

オーガニック

グロース
○ ◎ ○

Ｍ＆Ａ ◎ ○ ◎

＜北米圏＞
・日系ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ企業対応
・現地企業対応

拠点数：14都市⇒17都市

社員数：415名⇒約750名

16

＜全世界合計＞

拠点数：26都市⇒57都市

社員数：846名⇒約2,500名

※拠点数、社員数について･･･黒字：2007年3月末時点 青字：2008年3月末見込

※ ・・・2007年3月末時点の拠点を示す

３．中期経営（2008年3月期～2010年3月期）
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☆☆ グローバルビジネスの取組みグローバルビジネスの取組み状況状況
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1,000

1,100

2005年3月期 2006年3月期 2007年3月期 2008年3月期 2009年3月期 2010年3月期

海外売上高の推移（中期経営期間目論見含む）海外売上高の推移（中期経営期間目論見含む）

180156
9555

1,000

日系ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ企業のｻﾎﾟｰﾄを軸と
したM&Aの着実な実施により、海外
売上高はこの3年間で3倍増

日系ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ企業のｻﾎﾟｰﾄを軸と日系ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ企業のｻﾎﾟｰﾄを軸と
したしたM&AM&Aの着実な実施により、海外の着実な実施により、海外
売上高はこの売上高はこの33年間で年間で33倍増倍増

海外ﾛｰｶﾙﾋﾞｼﾞﾈｽのM&Aも
視野に入れ、中期到達年度
で1,000億円を目論む

海外海外ﾛｰｶﾙﾛｰｶﾙﾋﾞｼﾞﾈｽのﾋﾞｼﾞﾈｽのM&AM&Aもも
視野に入れ、中期到達年度視野に入れ、中期到達年度
でで1,0001,000億億円円を目論むを目論む

（実績） （実績） （実績） （計画） （目標）

（億円）
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9,500

510

910

▲40

950

1,730

2,680

8,120

10,800

①2008年3月期

業績予想

▲1799,679受 注 高

対前期比

増減

①－②

+4506当 期 純 利 益

+53857経 常 利 益

+4▲44営 業 外 損 益

+48902営 業 利 益

+471,683販 管 費

+952,585売 上 総 利 益

+2577,863売 上 原 価

+35110,449売 上 高

②2007年3月期

決算
区 分

施策の着実な実行により、引き続き増収増益を見込む施策の着実な実行により、引き続き増収増益を見込む
（単位：億円、％） < > 内は対売上高比率、［ ］内は対前期比増減率

<75.2>

<16.0>

<8.8>

［+3.4］

［+5.3］

<75.3>

<16.1>

<8.6>

<8.4>

<4.7>

<8.2>

<4.8>

［+6.1］

［+0.7］

■売上高

・金融分野を中心に、市場成長並みの増収を

持続

■売上原価

・開発プロセスの変革、及び低採算ビジネス

の見直しを図ることにより、原価率を改善

■販管費

・単独においては、引き続き販管費の圧縮に

努める

・連結は、連結拡大影響により販管費は増加

するものの、販管費率は改善

■受注高

・連結子会社の拡大等の増要因があるものの、

単独では前期に大規模受注が集中したこと

が影響

2008年3月期業績予想のポイント

配 当 額配 当 額 ・2008年3月期 年間配当予想額 1株当たり5,000円の予定・2008年3月期 年間配当予想額 1株当たり5,000円の予定

［▲1.8］

☆☆ 20082008年年33月期業績予想月期業績予想

18

４．2008年3月期業績見通し
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ご注意

※ 本資料に含まれる将来の予想に関する記載は、現時点に
おける情報に基づき判断したものであり、今後、日本経済
や情報サービス業界の動向、新たなサービスや技術の進
展により変動することがあり得ます。
従って、当社グループとして、その確実性を保証するもので
はありません。

※ 本資料に掲載されているサービスおよび商品などは、株式
会社NTTデータあるいは各社の登録商標または商標です。


